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ＩＴ導入支援アドバイザー派遣業務 

基本仕様書 

 

１ 業務名 

ＩＴ導入支援アドバイザー派遣業務 

 

２ 業務の目的 

本業務は、広島広域都市圏（※１）内の自動車関連企業（※２）及びものづくり企業（※３）

が抱える問題点の洗い出し、課題抽出から課題解決に役立つＩＴ導入の検討に取り組むことで、

各企業の業務効率化による生産性の向上や省エネルギー化の促進等を図ることを目的とする。 

（※１）広島広域都市圏 

広島県：広島市、呉市、竹原市、三原市、三次市、大竹市、東広島市、廿日市市、安

芸高田市、江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、北広島

町、大崎上島町、世羅町 

山口県：岩国市、柳井市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町 

島根県：浜田市、飯南町、川本町、美郷町、邑南町 

（※２）自動車関連企業 

自動車メーカーやサプライヤーと部品供給、部品加工、製品開発等の取引関係のある

企業 

（※３）従業員規模２０～３００人程度を想定している。 

 

３ 業務期間 

契約締結日から令和７年３月３１日まで 

 

４ 支援対象企業（予定） 

  広島広域都市圏内の自動車関連企業及びものづくり企業１０社程度（うち自動車関連企業６社

程度）を予定している。 

  支援対象企業は発注者が決定し、受注者に連絡する。なお、支援対象企業が１０社に満たない

場合は、年度途中で追加、変更等を行う場合がある。 

 

５ 業務内容 

  支援対象企業に製造業の経営とＩＴについての知識を持つ専門家（以下「アドバイザー」とい

う。）を派遣し、企業の現状分析、課題抽出、適切なＩＴの検討、ＩＴ導入に関する提案及び助

言を行う。 

  具体的な支援内容等は、次のとおりである。 
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⑴  個別企業への支援 

 ア 企業の課題解決に資する個別訪問等による助言・指導等 

アドバイザーは、１社につき平均６回程度担当する企業を訪問し、以下の①～⑥の取組を

行い、個々の企業の実情に応じた適切なＩＴの検討、提案及び助言を行う。 

なお、受注者は支援の開始に当たり、支援の内容や支援の進め方について、発注者ととも

に説明を行うこととする。 

① 企業の現状の分析 

② 企業の抱える課題の抽出 

③ 課題解決のためのＩＴの検討 

④ 課題解決のためのＩＴの仕様提案書等の作成 

⑤ 補助制度等の活用の助言などＩＴ導入に関する支援 

⑥ ＩＴの定着化に向けた運用に関する支援 

  イ 人材育成計画の作成 

    アにより取り組むこととなった課題解決に主体性をもって取り組む企業風土を醸成する

ための支援として、当該課題の解決に取り組む組織または担当者１名程度を対象とした人材

育成計画（※４）を作成する。 

（※４）人材育成計画の作成 

人材育成計画書は、別紙様式を基本とし、業務の実施に際し、発注者及び受注者で

協議の上、定めることとする。 

 ⑵ 発注者との協議 

  ア 受注者は、契約締結後、速やかにアドバイザーを選任し、発注者と支援の方向性について

協議する。 

イ 受注者は、支援対象企業への訪問支援を実施する毎に、実施した支援内容について文書で

報告し、必要に応じて発注者と協議する。 

ウ 全ての支援対象企業に対して上記①②の取組が完了した時期を目途に、必要な訪問回数な

ど支援の方向性について発注者と協議する。協議には、各支援対象企業を担当したアドバイ

ザー全員が出席するものとする。 

 ⑶ 報告会の開催 

受注者は、地域におけるＩＴ活用の機運を高めることを目的として、各支援対象企業の支援

内容や取組結果についての報告会を開催する。報告会には、各支援対象企業を担当したアドバ

イザー全員が出席するものとする。 

なお、報告会の日程、会場、内容等については、発注者と協議の上、決定すること。 

⑷ 留意事項 

上記の業務を行う際は、発注者の他、広島広域都市圏の自治体職員が同席することがある。 
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６ 提出物 

受注者は、支援対象企業への訪問支援を実施する毎に、実施した支援内容について文書で報告

する。 

また、受注者は、全ての業務履行完了後、実施報告書に本業務を通して実施した支援内容と成

果についてまとめた資料（ＩＴの仕様提案書等。以下「仕様提案書等」という。）を添付して提

出する。 

  なお、仕様提案書等については、発注者が支援対象企業の競争上又は事業運営上の地位を害す

ると認められるもの等公にすることが不適切な情報を除いた上で、本事業の成果物として広報に

使用できるものする。 

 

７ 業務を進める上での留意事項 

⑴ 採択された企画提案書の内容に沿って業務を行うこととし、提案した内容から逸脱したもの

であってはならない。 

⑵ 本業務における打合せは、業務着手時のほか必要に応じて適宜行う。 

⑶ 業務を進める上で必要となる資料等は、受注者の求めに応じ、発注者が提供の可否を判断し

た上で提供する。 

⑷ 発注者から受注者へ業務の進捗状況等についての報告を求めた場合には、受注者は速やかに

報告するとともに、必要な資料を提出しなければならない。 

⑸ 受注者は、発注者の文書による承諾を得なければ、この契約に係る業務の履行を第三者に委

託し、この契約に係る権利を第三者に譲渡し、又はこの契約に係る義務を第三者に承継するこ

とはできない。ただし、チラシ等の印刷物の作成に関する業務は除く。 

 

８ その他 

⑴ 本業務の実施に当たり、受注者は契約締結日から１０日以内に実施計画書を作成し、発注者

の承認を得ることとする。 

⑵ この仕様書に疑義が生じた場合又は定めのない事項については、その都度、発注者及び受注

者が協議の上、定めるものとし、協議後は受注者が協議録を作成し、発注者に提出するものと

する。 

 


